
会計別予算規模
（単位：百万円 、％）

30年度 29年度 比較 主な増減理由

当初予算① 6月補正予算② ①-② ①/②

一般会計      （Ａ） 1,728,881 1,726,161 2,720 100.2

財政調整基金 20,923 24,424 ▲3,501 85.7 一般会計繰出金の減 ▲3,500(24,400→20,900)

県債管理事業 438,719 372,650 66,069 117.7
支払元金の増 57,097（214,389→271,486）
支払利子の減 ▲3,117（32,639→29,522）
積立金の増 11,893（122,067→133,960）

地方消費税清算 565,398 504,804 60,594 112.0
円安・原油高等による貨物割の増 29,749（232,863→262,612）
個人消費の増加等による譲渡割の増 4,411（92,124→96,535）
清算金収入 26,434（179,817→206,251）

自動車税証紙 7,585 9,545 ▲1,960 79.5
自動車保有関係手続のワンストップサービス導入に伴う現金収納への切り替
え等による減

市町村振興資金 2,100 2,100 100.0

279 467 ▲188 59.7
貸付金の増＋54（138→192） 、国庫返還金の減 ▲164(215→51)、
一般会計への返還金の減 ▲82(108→26)

749 742 7 100.9 年金受取者増に伴う年金の増 10（407→417）

4,479 4,966 ▲487 90.2
国際展示場に係る施設整備費の増 449（1,179→1,628）
前倒しで積立てを行ったことによる公債費の減 ▲830（1,324→494）

597 1,305 ▲708 45.7
被災中小企業施設・設備整備支援事業の実施期間終了に伴う貸付原資の償
還　▲655（皆減）

5,981 1,762 4,219 339.4
分譲収入の県債管理基金への積み立て 5,491（皆増）
  ※茂原にいはる831（皆増） 袖ケ浦椎の森 4,660（皆増）

74 75 ▲1 98.7 公債費の減 ▲1（23→22）

営林事業 282 262 20 107.6
県行造林事業（間伐等）の増27（35→62）
公債費の減 ▲8（103→95）

41 41 100.0

沿岸漁業改善資金 102 122 ▲20 83.6 貸付金の減 ▲20（120→100）

流域下水道事業 36,484 34,202 2,282 106.7
江戸川第一終末処理場整備費の増 2,651（5,159→7,810）
印旛沼流域下水道事業長寿命化対策事業の減 ▲687（1,637→950）

港湾整備事業 2,156 2,105 51 102.4
港湾施設の維持補修費の増 32（444→476）
荷役機械事業の増 163（50→213）

土地区画整理事業 15,434 15,721 ▲287 98.2
つくばエクスプレス沿線整備事業費の減 ▲789（13,331→12,542）
金田西土地区画整理事業費の増 502（2,390→2,892）

奨学資金 725 808 ▲83 89.7 貸付金の減 ▲83（806→723）

国民健康保険事業 540,980 540,980 皆増 H30年度から県が国保の財政運営の責任主体として新設

1,643,087 976,101 666,986 168.3

収益的支出 72,198 70,881 1,317 101.9
人件費の増 323(5,300→5,623)
減価償却費の増 718（26,320→27,038）

資本的支出 60,235 56,883 3,352 105.9
建設改良費の増 3,078（41,548→44,626）
企業債償還金の増 378（11,933→12,311）
拡張工事費の減 ▲84（3,046→2,962）

収益的支出 13,112 13,098 14 100.1
修繕費の増 125（662→787）
動力費の減 ▲90（953→863）

資本的支出 7,501 7,437 64 100.9 工事費の増 57（1,927→1,984）

収益的支出 45,560 45,869 ▲309 99.3 経費の減 ▲260(7,483→7,223)

資本的支出 7,227 6,191 1,036 116.7
建設改良費の増1,131（3,088→4,219）
企業債償還金の減 ▲95（3,103→3,008）

収益的支出 24,755 25,792 ▲1,037 96.0
負担金の増 1,051(2,363→3,414)
土地分譲原価の減 ▲2,268 (15,421→13,153)

資本的支出 4,622 5,081 ▲459 91.0
造成工事費の減 ▲273（皆減）
負担金の減 ▲138(1,758→1,620)

公営企業会計（Ｃ） 235,210 231,231 3,979 101.7

合計　(A)+(B)+(C) 3,607,179 2,933,493 673,686 123.0

注）表示単位未満四捨五入のため、積み上げが一致しない場合がある。

就農支援資金

母子父子寡婦福祉資金

心身障害者扶養年金事業

日本コンベンションセンター
国際展示場事業

小規模企業者等設備導入資金

工業団地整備

病院事業

造成土地管理事業

林業・木材産業改善資金

特別会計 計　（Ｂ）

上水道事業

工業用水道事業
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